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学校と企業・経営者の交流

活動推進委員会は去る3

月29日、「学校と地域社会、企

業の連携について」をテーマと

したパネルディスカッション、

および、学校等教育関係者との

交流会を開催した（於：日本工

業倶楽部）。同委員会の委員、

アドバイザー、講師派遣実績の

ある学校等教育関係者など約70

名が参加し、幅広く意見交換が

行われた。こうした会合は今年

で3回目となる。

はじめに、パネリスト4氏

（右ページ参照）から基調報告

があった。鈴木氏は、杉並区立

大宮中学校の「5日間の職場体

験を軸としたキャリア教育プロ
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活動推進委員会は、「交流活動

の実践を通じて様々な課題を

抱える学校教育の改革推進に

寄与する」ことを目的に掲げ

ている。生徒に対しては職業

観の育成、先生に対しては社

会の変化に応じた改革を促す

こと、保護者には社会や企業

の変容の実情を伝える、とい

った働きかけをしてきた。加

えて2005年度は、地域と企業

の交流の接点を見出すことも

活動方針のひとつに挙げた。

また、量の拡大と質の向上

を課題としている。100件・延

べ200名の講師派遣という目標

に対し、138件・277名の実績

を上げられた。委員の皆さん

の熱心な活動と、学校関係者

の理解のおかげである。質の

向上に関しては、アドバイザー

を迎え指導を受けるなどの取

り組みを行っている。

我々の行う授業には、①ベー

シックな一般的授業、②同じ

講師が継続的に行う授業、③

多彩な講師を派遣する年間を

通した授業、④少人数グルー

プでの授業、⑤事前資料を活

用した双方向の授業、という

バリエーションができた。

今後は、これまでに得た教

訓をどう活かすかが課題だ。

引き続き、量の拡大と質の向

上が両立するように努力して

いきたい。

グラム」について報告・このプ

ログラムには、経済同友会から

4名の講師が事前学習と成果発

表の2回、出向いている。同じ

講師が継続的に関わったことに

ついて、鈴木氏はその成果の大

きさを述べた。岸氏は、「学校

を拠点にまち育て」をテーマに、

地域と学校がWin＆Winの融合

関係を持てるよう、様々な実践

を行っていることを報告した。

伴野氏は、各学校のニーズを汲

み取り地域・企業との連携を模

索したり、子どもの心の居場所

づくりといった、コーディネー

ターの役割を説明した。（遠藤

委員長の報告は下記参照）
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パネルディスカッション「学校と地域社会、企業の連携について
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パネルディスカッションの前

半は、『学校現場のニーズの変化

を踏まえた外部資源の活用』を

巡って意見を交換した。鈴木氏

からは、「5日間の職場体験学習

は、今後、都内の全中学校で実

施される方向だ。経済同友会や

NPO法人との交流に対する需要

は、ますます増大していくはず

だ」との見通しが示された。こ

れに関連して伴野氏は、「自分の

生き方を考え始める段階の子ど

もたちに、どういった職業との

出会いを用意できるかは重大な

意味を持つ。様々な企業との連

携を深めていくことが必要だと

感じている」と述べた。遠藤氏

は、「企業が生徒を受け入れる形

の職場体験に対する要望はいた

だいている。この受け皿づくり

は次の課題であり、委員会で検

討したい。我々も、出張授業ば

かりでなく、ニーズの変化に対

応しなければならない」と応答

した。

次に『地域と企業・経営者の

接点をどう作っていくか』が取

り上げられた。「委員会として

は、より活発な活動ができるは

ずだと思っている」（小林氏）と

いう現状に対して、「先生が授業

で困っていることが何なのかを

知らなければ、地域も企業も手

助けのしようがない。ビジネス

と同じで、まずは、マーケティ

ングが大事ではないか」（岸氏）

などの意見が出た。

続いて、『交流活動の発展のた

めに企業・経営者に期待するこ

と』に関する討議に移った。鈴

木氏は、「今後、メンバーを増や

し、ぜひ、交流活動を拡充して

ほしい」と述べた。岸氏からは、

「経済同友会の会員所属企業は、

従業員と従業員が働く地域・学

校を結びつけていく方策を考え

るべきだと思う。加えて、地域

ごとに組織されている青年会議

所にも行動してほしい。また学

校も、現場のナマの情報をもっ

と社会に出すべきだ」との要望

が出された。伴野氏は、「経営者

の方々の、それぞれの専門分野

にとらわれない幅広い協力を仰

ぎたい。一方、学校側は、企業

の協力を得やすい環境づくりに

配慮すべきだ」と指摘した。こ

れらの意見を受けて遠藤氏は、

「例えば、若い社員を派遣してほ

しいという要望は各方面からい

ただいており、実現させたい課

題のひとつだ。今後とも幅広く

関係者の方々のご意見を伺い、

活動に活かしていきたい」と述

べた。

最後にフロアー出席者との質

疑応答が行われた。極めて率直

に意見が出され、有意義な討論

になった。その中で教育関係者

からは、経済同友会に期待する

声が多く寄せられた。その他、

保護者を含む地域社会との連携

の重要性や難しさを訴える発言

が目立った。司会の小林氏は、

「企業の持つノウハウを、従業員

を通して地域に提供するという

新しい視点を得ることができた」

と結び、パネルディスカッショ

ンを締めくくった。
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